近代的土地改良事業の確立-新潟県亀田郷における水利、土地改良事業の分析- by 鳥谷部 仁
近代的土地改良事業の確立-新潟県亀田郷における
水利、土地改良事業の分析-
著者 鳥谷部 仁
号 9
発行年 1966
URL http://hdl.handle.net/10097/14799
学 位 の 種 類
学 位 記 番 号
学位授与年月日
学位授与の妥件
??
?
?
?
?
?
?
仁
ひ とし
経 済 学 博 士
経 第9号
昭 矛042年5∫ ヨ2B
学位 規則第5条 第2項 該当
学 位 論 文 題 目
論 文 審 査委 員
近代的土地改良事業の確立
一 新潟県亀田郷 に澄け る水利、
土地改良事業 の分析 一
(主査)
教授 木 下 彰 教授 斎 藤 晴 造
〃 吉 田 震太郎
論 文 内 容 り 要 旨
水田稲作農業に澄いて、「水 」は土地とともに重要な生産手段である。とくに「水 」はその養
分補給、保温等、技術的特性のため、水田稲作農業には必須の条件である。そ して「水 」それ 自
体が流動的であるとともに、量的、質的な変動が署るしいため、それを適切に支配統制すること
が、水田稲作農業の基礎的 ・前提的条件 となる。このため水利が水田稲作農業の重:要な特殊の技
術 となるし、また「水 」の共有的 ・公共的性質から、それを支配統制するための特殊の組織 ・制
慶が生 まれることになる。 もちろんこの水利技術、水刃羅 織はその時の社会経済的関連 を通 して
現われたものである。しか しそれが一旦農業水利として現実化すると、技術的に劃期的変化がな
い場合、.社会経済的 ・政治的変化 とは独自的に、いわゆる旧慣的な ものとして固定化 し、とくに
「水 」の「独占的 」性格を基礎 として水利施設を中心とする排他的 ・独 占的組織体が形成される。
そして、このいわゆる水荊慣行 ・水利共同体が、水田稲作農業の発展を拘束 し、その停滞性をも
たらす重:要な原因 ともなる。もちろんこの水利慣行 ・水利共同体は絶対的なものではなく、社会
的生産力の発展、とくに水利技術的発展と社会経済的政治的諸関係の変化1(応じてその内容、機
能を変えてい く。このような過程を農業水利 ・土地改良事業の近代化の過程 として、信阿両二大
河川の最下流部に位 し、水害 ζ湛水の常習地として「水 」の特殊的性格が最 も典型的に作用 し、
そのため治水 ・荊水が農業生産に澄いて最も重要な地位を占めた新潟県亀田郷で見ることにする。
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(第一部 蕃制期の水荊事業 。水利組織 とその崩壊)
亀田郷の永害の実況によって、その自然的条件を明らかに し、さらにその上に「栗ノ木川管理
問題 」、「鵜ノ子潟江丸上置 ・新江掘掘馨問題 」等 々、明治以降 も長く存続するような重要な水
荊争論、農業水和 置行 ・水利共同体の形成を示 し、また明治初頭の「都政改革 」・大小区制によ
る地方制度 ・水利組織の混乱を明らかにする。大小区制の下での水利組織の再編は地方の行政組
織との分離の方向で行われたものではないが、まず旧村役人に代って、「郷党徳望アルモノ」と
して、多くは明治以降寄生地主として土地集積を拡大するものが戸長、用掛、大小区長等、新役
人と'して現 らわれたとい うことは当然であるが、大・卜区制が旧町村の行政的機能を否定 したとい
うことが地:方制度 と水利制度の混乱崩壊を生ぜ しめる。 とくにここでは旧役人、新役人の系譜的
変質、村寄合機能等の分析が重要 と思われるが、殆んど触れることが出来なかった。
(第二部 亀田郷水利構造の再編過程)
ここでの中心課題は次の二つに分けることが出来るQ
一、明治25年水利組合条例を契機 とする、村の行政的機能から独立した 土地所有者の私的団
、
体としての水禾【」組合の全郷的成立とその性格。
二、明治50年代末一大正初頭における排水機の群生的設立と水利組合の変質。
まず最初の点について見れば、明治25年水利緻合条例(新潟県では明治25年8,月1日施行)
により、水利組織は村の行政的機能か ら分離 した、土地所有者の私的団体として全郷的に成立す
ることになる。この組織化の過程では、郷内各地で水利慣行を縫る争論が繰返されるが、それに
よってこれら水利慣行が廃棄されるとい うものではな く、却ってこれら水利慣行を新 しい組織の
中に、再認継承することになる。 したがって水利技術的には旧来のままではあるが、:土地所有者
の独立の私的団体 として組織されたことは農業水利近代化の起点になったということが出来 よう。
さらに第二の点にっいて見れば、以 上のような旧慣的水利とその支配統制組織に劃期的変化を与
クたのが、明治30年代後半一大正初頭に農事改良箏業の基幹的なものとして急展する、蒸汽動
力を基礎 とする排水機の群生的設置である。すなわち、これらの事業は、最初旧慣的水利組合の
一部費事業として、旧慣的水利事業の附随的な形で実施されるが、その劃期的技術 ・揚排水能力
によって旧慣的水利事業の役割を著るしく低下せ しめ、遂にはそれを殆ん ど無用化せしめる。そ
してこの ような場合の典型的なものとして、新江堀普通水利組合に澄ける新江堀返地埋立に見る
ことができる。また旧慣的水利事業の完全な無用化 に至り得ない場合でも逆水除水門普通水利組
合のように、排水機運転を中心とした慣行に変 るし、大形村の場合のようにそれぼ ど排他的水利
慣行 。組織のない場合は、旧水利組織を完全に廃止 し、新 しい組織によって経営することになる。
また他面この水隷 支術はこの地域の自然的 。地理的々水利条件を完全に克服するほどのものでは
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なく・また!ト区域毎に孤立分敵的に群生的に設置されたとい うことが、却りて排他的水利慣行 ・水
.利組織を群生せ しめ、却って地域的対挾を強化 し、複雑化せしめたことも事実である。 しかし一
般的に言えぱ 、水利組織は水利条件の劃期的改善とともに、事業費の飛躍的増大により、農業生
産過程 との関連を深め、その経済的性格を強化 したと言い得よう。最後に排:水機設置事業の社会
経済的側面について見れは、それが土地所有者の私的団体に よって実施されたという点では形式
的に地主的水利事業であるが、経済的基盤の狭隆な零細土地所有者 。零細経営の広汎に存在する
農業構造 のFでは実質的にも地主が事業推進の主体となる。すなわち農事改良事業唱遵の対象が
明らかに地主作人一般から地主に移行することになるし、地主 自体この頃俵装改良 ・産米改良等
地主的収入の増大 。小作料の安定増大 を目的としてその組織化を進めるとともに農事改良・土地
改良事業にも積極的に取 り組むことになる。 したがってこの時期が農業生産に於ける地主の生産
的役割の積極的な時期である。
以上のように蒸汽動力を基礎 とする近代的水利技術の採用 と、その事業費め飛躍的増大により、
.農業生産の積極的発展との関連を深めることにより経済的性格を強めた点では、水利事業の劃期
的近代化が実現されたと言い うる漆、それが農業の生産過程に直接的関連をもたない地主によっ
て、小作料増徴を目的として実現された点では不完全なものであり、それ自体矛盾を含んだ近代
化であったと言いうる。
(第三部 大規模水利事i業と用排水の統一)
ここでの問題は次の二つである。
一、論一次大戦 ・戦後恐慌～世界恐慌の過程で、上述の水禾i組織矛盾がどのように顕現 し、それ
が郷内の水利事業 。水利組織をどのように変質せしめたか。
二、そしてそのような茅盾の解決がいつ、いかなる形で行わ孔たか。
まず最初の点について見れば、第7次大戦 。戦後恐慌一世界恐慌の小作争議が盛行 し、小作料
減免が普及する過程では、水利事業での地主の積極的役割を期待することは困難となる。そ して
郷内の小作争議でも小作料減 免との関連で水利費用の負担が問題 となる。そ してそのようなこと
を当時の代表的水利事業 としての排水機電化改造事業に見ることが出来る。すなわちそれは積極
的に排水能力を向上させるものではなく、排水機 ・水利組合の整理廃合を含む、経費節減的傾向
が強 く、多くの場合排水機運転時間の削減を伴っている。それは、組合財政的には合理的であり、
水利組合構成員の支配的部分を占める零細土地所有者 ・零細農民の経済的窮迫からも当然なこと
であり、したがって多くの場合、 国家的資金と長期低荊の資金によって実現することになるが、地
主の役割について見る場合、明治末 ～大正初期のそれに比べて極めて消極的なものと言わざるを
得ない。いずれにしろこの排水機電化改造の過程で、旧慣的水利事業を廃止するとい う形での水
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利組織の整理が進み、排水機を中心としたものに単純化することになるし、さらに大形村におけ
る村政の一部費事業から独立の水利組合への転化に見られるように、水利組合の農民的性格が増
大することになる。つぎの点について見れば、上述の排水機電化改造を中心 とする水利事業は、
経済的に窮迫する農家経済にとっては根本的解決とはな り得ない。 したがって農業生産力 ・水稲
反収の劃期的発展の基礎 となるような水利事業は、全 く新たに亀田郷大規模髭業水利改良事業 と
して、世界恐慌の末期に提起される。 しかし農業水利条件の激変が予想され、地域的対抗を激化
し、停滞を余儀なくされるが、戦争経済の深化 とともに食糧増産の国家的施策に組み込まれ、農
地開発営団阿賀野川沿岸大規模農業水利改良事業の一翼、左岸事業 として実施されることになる。
ところでこの事業は、戦争中には労力、資材等の欠之により大きな進展を見せないが、それは同
時に経費負担方法が最後まで決定し得なヵめたように、地主団体 としての水利組合の矛盾を示すも
のである。そ して戦後農地改革による自作農民の広汎な創出を基礎に、国営阿賀野川沿岸 ・左岸
大規模農業水利改良事業 として実現 し、その上に県営土地改良事業、団体営土地改良事業 。全郷
的耕地整理事業が実現する。この結果郷内の水利条件が、旧慣的水利事i業は勿論、分立的排水機
を中心とする多くの氷利条件 ・排他的水利組織を無用化 し、廃棄せ しめることになる。そして亀
田郷土地改良区の設立により、全郷統一的な水利組織に単一化 し、直接的生産者の組織となる。
このように劃期的水利事業は、莫大な国家的 資金の援助によった訳であるが、この事業推進の主
体的な面について見れば、亀田郷水害予防組合、亀田郷耕地整理組合、亀田郷土地改良区等、当}
時の大規模土地改良事業推進の組織体の役員構成に見られるように、当時の農民組合とは異 なっ
た自作上溺農民であった。 このような農民の多 くは農地改:革の過程で自作化 したものであろ うが、
他方それらの多 くのものは、第一次大戦 ・戦後恐慌～世界恐慌の過程で・卜作料減免と化学肥料増
投、農機具、牛馬耕拡大等、生産諸条件の飛躍的改善によって次第に蓄積領域を拡大したものと
思われる。 したがりて亀田耕大規模農業水利改良事業 もこれらの農民を社会的基盤 として展開 し
たものと思われる。以.上のように戦後農地改革による自作農民の広汎な創出を基礎に、劃期的水
荊技術を内容とした大規模農業水利が実現 し、制度的に も直接的生産者の土地改良区の設立によ
って、全郷統一的な近代的土地改良事業が実現する。 もちろん この近代化は家計と経営の未分離
な家族労作経営 としての自作・ト農民を基礎とする点では、不充分なものであるが、この点は技術
的改善の限界性を示すものであり、それは日本資本主義の構造に係わることであり、日本資本主
義自体の解決 しなければならない問題である。
以.上
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論 文 審 査 結.果 り 要 旨
本論文はその提出老が、わが国屈指の稲作地帯 としての新潟県蒲原平野の中心亀由郷地域に齢
ける近代的大規模土地改良事業の確立過程を精査分析することによって、零細経営と水田稲作特
有の水利技術及び慣行的運営 とのからみ合いから形成せ られた伝纐 勺水利組織と耕地組織が、社
会経済的、政治的諸干係の変化発展に応 じて漸次近代化の過程を辿 り、水田生産力の発展を必然
ならしめたにかかわ らず、殆んど改変 を示さない農業経営構造の下ではその効来にも限界のある
ことを実証 しようとした極めて貴重な研究である。しかして、この研究の完或にはぐ亀田郷水害
予防組合の物心両面からの甚大な嚇力が与って力あったこともちろんなが ら、著者がそのため、
7ケ年の長年月にわた り、関連資料の:蒐集、実地調査を精力的に実施するとともにその尤大な古
今の文書資料、統計頚の丹念な整理 。検討に専念 して1800頁 に垂んとする大著にまとめ上げ
た真摯な努力は、実証的研究者 と.しての資質を遺憾なく証示 したものであり、学界の模範 となす
ことができる。
いま、本論文の構成の大綱 と各部門に訟ける論点要旨を順次示 してみると以下の通 りである。
すなわち、全体は5つの部門から構成されて澄り、まず鵡1部 に齢いては、藩制期から明治初期
にかけての亀田郷の水利組織 とその共同体的特長、さ らにはその解体過程の分析を行っている。
(亀田郷は信濃 ・阿賀野2大河川下流部を占める広大 な水害 ・湛水の常習的な低湿地帯であった
が、鎗1章 ではこのような特殊な地理的条件に対応 して頻発 した往昔の水書の実況を後づけ、第
2章に於いてはこれに対する郷村の対応、とくに水害防禦、湛水排除に関する施設を中心 とする
論議、紛争の事例を多数紹介 し、第5章 では、かくして形成せ られた旧慣的水利組織が明治維耕
の地方制度の変革によって混乱し、再編を必然たらしめ られた状勢を明 らかにしている。)この
部門の論述は、本論文の基幹をなしている第2、第5両 部とくに第2部 の課題に接近するための
前提をなすものと考身 られ、比較的簡素であり、領主的規制と水利構造との関連等の検討は十分
とはいえないが、多数の新史料を採取紹介している点に大きな意義が見出される。
第2部 は第1部 で究明された旧慣的水利組織が新時代の政治経済状勢に照応 して再編されて行
く過程を詳密に分析した ものである。その全体は4ケ草に分れているが、 ここでの中心課題は次
の2つである。すなわち、1つは明治23年 の水利組合条例公布 を契機 とする町村の行政的機能
から独立 した地主の私的組織 としての水利組合の全郷的成立 とその性格の問題であり、他の てっ
は、明治30年代末 ～大正初頭に輸ける蒸汽動力排水磯の「群生的設置 」と水利組合 の変質の問
題である。第1の水利組合の組織化過程において、郷内各地で水荊慣行をめ ぐnて争論が繰 り返
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ズ.されたが、著者はそれによって旧慣が廃滅されることなく、むしろそれ らが新しい組織の中に
再認継承されたことを明ちかにしている。このように、水利技術的にはな澄旧態依然たるものが.
あったが、水利事業は地主団体の組織化を通 じて近代化のスター トを切ったものとみているので
ある。ところが、第2の蒸汽排水機鯉級は、旧慣的水利 とその支配統制組織に劃期的変化を与え
ることになったとされる。何 となれば、この新技術の劃期的能力によって旧慣的水利事業の役割
を著 しく弱・卜化し、それらを漸次無用化楓 排水機 の管理運営を当地域に澄げる水荊組織の中核
的事業たらしめたか らである。そして、これに伴 って事業費の飛誰的増大 と生盧力の向上がもた
らされたが、他方 これに対応して郷内のあらゆる小区域にいたるまで新 しい水利組織が孤:立分散
的に「群生 」し、排他性が強化され地域的対撲を激化させる結果を招いたという。 しか して、 こ
のような矛盾の鮨摘に続いて、著者がこの排水機普及の新傾向が地主の生産指導的役割の積極化
した時期に、地主を媒介として展開 したため、それ 自体矛盾 を含んだ近代化であったとしている
ことは傾聴に値するo
最後の第5部は「大規模水利事業 と用排水の統一 」過程の分析であり、本論文の核心をなす も
のであって、5ケ章に分れている。ここでの課題は 窪つは第1次世界大戦後の恐慌過程において
第2部 で指摘されたような水利組織に於ける矛盾が社会経済壌境の変化 と関連 してどのように発
展・顕現し・そ勲が郷内の水利組織宅水利事業】をどのようπ変化させたかの問題であり、2つは、そのよう左
矛盾の解決がいつ、いかなる形で行われたかということである。第1の点についてみれば、戦後
・ト作争議が盛行 し、小作料減免が普及するのと対応し 水利事業での地主の積極的役割を期待する
ことが囲難とな り、増大す る水利費胴の負担問題が露呈された。そ してこの頃より排水電化改善
事業が、排水能力の向.上よりも、排水機のみならず永利組合の整理廃合を含む組合取政の合理化
を目的として普及することとなったQしか 庵農村窮乏 も激化 したので排水電化は国家資金の出動
に依存することが多 くなったとい う。いずれにしろ、この新事業の展瀾によって旧慣水利事業の
整理、水利組合の完全独立、その農民的性格の濃化等が顕著 となった。次に、揚排水電化を生産
力向上と結合さぜるには、分散的水利組織が大 きな障碍 となったので、世界恐慌末期から大規模
水利、土地改良事業が登場するにいたったQ著者はこの傾向のその後に澄ける紆余曲折を詳細に
論述 し、最後に第2次大戦末期に診ける農地開発営団による統一的国営大規模農業水利事業、さ
らに、農地改革後の直接生雇者による新 しい土地改良区制度を基礎 として、近代的水荊技術を内
容 とした函営、県営、団体當の大規模農業水利、土地改良事業及び全郷的耕地整理事業の展開に
及んでいる。 もちろんこのような劃期凶大土木事業は莫大な資金を要するが、署者は これらの事
業の確立と国の農政は もとより財政金融政策 との結びつきが著 しく緊密となったことも注意深く
指摘 しているのである。しかも著老はこの事業の近代化が家計 と経営の未分離な家族労作経営と
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しての自作小農民 を基礎 とする点 におい て効果は不十分で あり、そ こに この事業 の限界の存 す る
ことを忘れ ていない。
以 上に よってみ ると、本論 文は、その問題 の設定におい てもまた分析視角に澄い て も極めて妥
当で あり、 と りわけ、尤 大な原資科.を秩序立 てて整埋 検討 し、それを集大成 した実証 的研 究の独
酬生は高 く評価 さるべきで ある。 もとより、全体の論述 は豊 當な資料に圧せ られてい ささか平板
となった きらい もあるが、それが却って詳密 な地 域治水 史を完 成せ しめた結果に もな り、学界へ
の寄与 を大な らしめてい るのである。 か くて本論 文の提出者は、経済学博士 の学位 を授薄 され る
に十 分な資格 を もつ もの と認 め られる。
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